
平成３１年度当初予算案

（平成３０年度２月補正含む）

主 要 事 項 説 明 資 料

総 務 部



総 務 部

１ ウトロ地区住環境改善事業費 総務調整課

２ 京都地方税機構分担金 税務課

３
府税賦課徴収費
（キャッシュレス納税推進費）

税務課

４ きょうと地域連携交付金 自治振興課

共通５新行政棟・文化庁移転施設整備費
府有資産活用課
文化庁移転準備室

頁 事　　　　　　業　　　　　名 担 当 課（室）
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平成３１年度 当初予算案主要事項(平成３０年度２月補正含む)説明

総 務 部

新規・
事 業 名 ウトロ地区住環境改善事業費

継続の別
継 続

国 庫 起 債 その他 一般財源

予 算 額 ７９，５６５千円
－ 74,000 － 5,565

１ 概 要

劣悪な住環境にある宇治市ウトロ地区について、国・府・宇治市の三

者連携により、住環境の改善を図る。

２ 内 容

ウトロ地区住環境改善検討協議会（国・府・宇治市）の連携のもと、

事 業 内 容 宇治市が行う地区内道路・排水路の整備等に対し助成を行う。

目 的 ● 地区内道路・排水路の整備

対 象 ● 地区外道路の整備

方法等 ● 公的住宅第２期棟詳細設計 等

担当課・担当名 総務調整課 企画調整担当 課･担当 電話番号 075-414-4033

総務－１



平成３１年度 当初予算案主要事項(平成３０年度２月補正含む)説明

総 務 部

新規・
事 業 名 京都地方税機構分担金

継続の別
継 続

国 庫 起 債 その他 一般財源

予 算 額 １，２９４，７６５千円
－ － － 1,294,765

府及び市町村（京都市除く）で設立した京都地方税機構の運営に係る

分担金

徴収、法人関係税課税業務及び自動車関係税課税業務の共同実施

【分担金の主な内訳】

・議会及び各種委員会に要する経費

事 業 内 容 ・派遣職員に係る人件費

・徴収及び課税の共同化業務に係るシステム保守及び事務経費

目 的

対 象

方法等

担当課・担当名 税務課 調整担当 課･担当 電話番号 075-414-4427

総務－２



平成３１年度 当初予算案主要事項(平成３０年度２月補正含む)説明

総 務 部

新規・
事 業 名

府税賦課徴収費

継続の別
新 規

（キャッシュレス納税推進費）

国 庫 起 債 その他 一般財源

予 算 額 １１，０００千円
－ － － 11,000

スマートフォンカメラ等を活用した支払いが可能なキャッシュレス

納税システム（クレジット・ネットバンキング・決済アプリ）を導入

※スマートフォンカメラ等を利用したクレジット納税は都道府県税

において全国初

【愛称】

事 業 内 容 京都府パ写っと納税

目 的 【導入時期】

対 象 ・自動車税：平成３１年５月

方法等 ・他13税目：平成３１年８月～（調整中）

担当課・担当名 税務課 管理担当 課･担当 電話番号 075-414-4441

総務－３



平成３１年度 当初予算案主要事項(平成３０年度２月補正含む)説明

総 務 部

新規・
事 業 名 きょうと地域連携交付金

継続の別
新 規

国 庫 起 債 その他 一般財源
予 算 額 １，９００，０００千円

－ 900,000 600,000 400,000

１ 目 的

府と市町村、市町村相互の連携を強め、効果的な地域づくりを推進

していくため、市町村が取り組む事業を支援する。

２ 交 付 先

市町村、一部事務組合、広域連合等

３ 支援内容

事 業 内 容

概 要 支 援 枠

目 的

対 象
地域づくり連携推

府の施策との相乗効果を発揮し、共

方法等
進事業

に地域課題の解決に取り組む市町村 １５億円

の独自事業を支援

市町村間連携推進 連携協約・協定等に位置づけられた
２億円

事業 市町村間の連携事業を支援

行政サービス改革 市町村における行財政コスト削減・

推進・小規模市町 効率化に資する事業を支援 ２億円

村支援事業

担当課・担当名 自治振興課 地域支援担当 課･担当 電話番号 075-414-4447

総務－４



平成３１年度 当初予算案主要事項(平成３０年度２月補正含む)説明

総 務 部

政策企画部

新規・
事 業 名 新行政棟・文化庁移転施設整備費

継続の別
継 続

国 庫 起 債 その他 一般財源
予 算 額 ５２５，１２７千円

－ 414,000 － 111,127

１ 目 的

平成３３年度中の文化庁の全面的な京都移転に向け、新行政棟及び

文化庁移転施設に係る実施設計、埋蔵文化財調査、府庁第３号館の解体

工事等を実施する。

２ 事業概要

■新行政棟・文化庁移転施設関連経費 ４３７，２３９千円

事 業 内 容 府有資産活用課

文化庁分：

目 的 文化庁移転準備室

対 象 ①設計費 １６０，３１５千円

方法等 うち文化庁分 ８５，８９６千円

②埋蔵文化財調査費 １０７，９２４千円

うち文化庁分 ２８，８１６千円

③府庁第３号館解体・撤去費 １６９，０００千円

■仮移転経費 ８７，８８８千円

（府有資産活用課）

教育庁仮移転先（むすびわざ館）の賃借料等

府有資産活用課 施設管理担当 075-414-5446
担当課・担当名

文化庁移転準備室
課･担当 電話番号

075-414-4320

共通－５




